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１．はじめに

現 在 、東 京 都 ２３区 のオフィスビルは民 生 ビルの中 で延 べ 床

面積比において、約 ２０％ を占めると言 われている。今 後 、新築

需 要 よりもリニュー アル需 要 が大 きくなり、また省 エネルギー 性

が求 められている中 で、空 調 設 備の更 新 ならび にシステムの選

定は、重要な課題である。

図 １１）より、オフィスビルの中 で、中 規 模 オフィスビル（本 研 究

では、延 べ 床 面 積 ２，０００㎡ ～ ２０，０００㎡ を中 規 模 建 築 とす

る）は述 べ 床 面 積 比 で全 体 の約 ３分 の１を占 めてお り、大 規 模

建 築 と比 較 し、保 全 形 態 は万 全 でなく、また図 ２２）より小 規 模ビ

ルと比較して、その空調システムは、様々である。

前 報 ３）において、保 全 費 の経 年 による増 加 傾 向 を指 摘 し、経

済 寿 命を用 いることによって、空 調 設 備 の更 新 時 期を算 出 す る

方法を提示 した。この時、空調設備の劣化 として、メーカーへの

アンケー トにより、法定耐用年数 までに初期値の２０％ まで低下

するという仮定を用いた。

しかし、空調設備 の劣化量 を測 定す るには、累積装置負荷 な

らびに累積消費 エネルギー量 を測 定しなければ ならず、各種測

定 器 が設 置 されている設 備 では 測 定 が可 能 であるが、設 置 さ

れていない建 物 では、空 調 設 備 の劣 化 によるエネルギー 損 失

図１　東京都２３区におけるオフィスビルの規模別割合

（延べ床面積比）１）
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In this research, the technique of presuming how far degradation of the air conditioner affects the

amount of energy consumption, when the building is used is established theoretically. Therefore, the

fluctuation tendency of the amount of energy consumption across the ages of middle-scale office

buildings are clarified first, and it presumes about the factor. Further, the calculation technique of

degradation rate of the air conditioner is created theoretically, and the degradation rate across the

ages of each building is computed. Moreover, the relation between preservation expense and degradation

rate is analyzed. Finally, a case study is performed, the operation expense of an air-conditioning

system is computed, and the economics of the system is evaluated.

図２　東京都２３区における事務所建築の
　　　　　　冷熱源機器の導入割合（床面積ベース）２）

は算出困難であると考えられる。

そこで本 研 究 で は 、建 物 が使 用 され る上 で 、空 調 設 備 の劣

化 がエネルギー 消 費 量 にどれほど影 響 を与 えるかを推 定 す る

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小規模

中規模

大規模

冷凍機導入割合（床面積ベース）

直焚き吸収式冷温水発生機 HPパッケージ 空冷電動チラー その他

（0～2,000㎡）

（2,000～20,000㎡）

（20,000㎡～　）



表１. 調査対象建物概要

保全形態

物理的劣化回復保全

社会的劣化回復保全 改良

新設
増設

日常保全

応急的保全

劣化回復保全

機器ユニット
の更新

部品替・修理
洗浄・清掃
点検・調整
補強・補修
オーバーホール

図３　保全形態の分類

図４　空調システムの保全費
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図５　サブシステム部位別累積保全費比率

２．中規模建築におけるエネルギー消費量及び保全に関す

　　る調査概要

ここで、中 規 模 建 築 のエネルギー 消 費 量 ならび に保 全 費 の

調 査 を行 った。表 １に調 査 対 象 建 物 の概 要 を示 す 。Ｄビルを除

いて建 物 用 途 は 、賃 貸 事 務 所 ビル である。Ｄビル は 大 学 研 究

棟 であるが、主 用 途 が研 究 室であり、機 能 的に事 務 所と変 わら

ないと判断し本研究対象とした。

空 調 設 備 概 要は、Ａビルは１９９２年 にセントラル方 式 から現

在 の閉 回 路 式 水 熱 源ヒー トポンプに、Ｂビルは１９９０年 に氷 蓄

熱システムに、Ｃビルは１９９２年 に吸収式冷温水発生機 へ とそ

れぞれ空調設備のリニューアルを行 っている。ＤビルとＥビルに

関しては、竣工当初から同じシステム（ビル用マルチパッケージ

エアコン、吸収式冷温水発生機）を用いている。

調 査 内 容 は、建 物 概 要 、空 調 設 備 概 要 、また空 調 設 備 の更

新 もしくは 、竣 工 時 からの保 全 費 、エネルギー 消 費 量 の変 化

についてである。

４．エネルギー消費量の経年変化

図 ６に本 研 究 で用 いるエネルギー 消 費 量 の分 類 を示 す 。

図 ７に延 べ 床 面 積 当 たりの総 エネルギー 消 費 量 （一 次 換 算

値 ）の経 年 変 化 を示 す 。電 気 、ガス、重 油 をそれぞれ熱 量 一 次

換算し、足したものである。熱量換算値を表 ２に示す 。

図 ７より、２００１年 度 時 点 において、Ｅビルが最 もエネルギー

３．各建物の保全実態

本 研 究における保 全 費の調 査 対 象は、各 建 物の空 調 システ

ムに関 す る保 全 費 のうち、図 ３で示 す 保 全 形 態 のうち機 器 ユ

ニットの更新を除いた物理的劣化回復保全とする。

図 ４に各 建 物 の保 全 費 の経 年 変 化を示 す 。また、図 ５には、

２００１年度におけるサブシステム別累積保全費比率を示す。サ

ブシステムは、熱 源 （熱 源 機 器 、熱 源 廻りポンプ類 、冷 却 塔）、

空 調 機 器 （ＡＨＵ、パッケー ジエアコン類 ）、ダクト、配 管 、制 御

（中央監視、制御機器類 ）とした。図４より、Ｄビルの保全費 は、

契 約 保 守 により毎 年 度 同 額 の費 用 が発 生 している。またＢビ

ル、Ｃビルは、保 全 費 のピー クが明 確 に現 れており、個 別 空 調

であるＡビル、Ｄビルは、空 調 機 器 と制 御 に費 用 が発 生 してい

手 法 を理 論 的 に提 案 す る。その為 に、まず 中 規 模 事 務 所 建 築

の経 年 によるエネルギー 消 費 量 の増 減 傾 向 を明 らかにし、そ

の要 因 について推 定 す る。その上 で、空 調 設 備 の劣 化 率 算 定

手 法 を理 論 的 に作 成 し、各 建 物 の経 年 による劣 化 率 を算 出 す

る。また、保 全 費 と劣化率との関 係 を分 析し、最 後 にケー ススタ

ディを行い、劣化率算出手法の妥当性と空調システムの稼動費

を算出し、経済性から見た場合のシステムの評価を行う。

るのに対 し、Ｂビル、Ｃビル 、Ｅビルは 、主 に熱 源 、空 調 機 器 に

費 用 が発 生 していることがわかる。
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図７　各建物のエネルギー消費量の経年変化

消費量が大 きく、２，４３４Ｍ Ｊ／ ㎡ ・年 である。最 も少 ないのは、

Ｂビルで、１，４７５Ｍ Ｊ／ ㎡ ・年 である。経 年 変 化 は、Ｅビルを除

いて増 加 傾 向 にある。Ｅビルは、省 エネルギー 対 策 を実 施 して

いるため減 少 傾 向 にあった。各 建 物 のエネルギー 増 加 率 は、Ａ

ビルは１９９４年 基 準 で１．１９倍、Ｂビルは１９９５年基準で１．１

０倍、Ｃビルは１９９２年基準 で１．３８倍、Ｄビルは１９９７年度基

準で１．０５倍、Ｅビルは１９９０年基準で０．９２倍となっている。

次に、調 査 で得 られたエネルギー 消 費 量 デ ー タから、各建物

の空 調 システムのエネルギー 消 費 量 及 び 一 般 電 力 エネルギー

消費量 の経年変化を推定 する。エネルギー 消費量は、建 物ごと

の用 途 別 消 費 量 の経 年 変 化を比 較 す るため、熱 量 換 算 値には

二 次 換 算 値 を用 いる。

空調システムのエネルギー 消費量は、熱源機器と空調搬送機

器 のエネルギー 消 費 量 の和 とす る。Ａビル、Ｄビルは個 別 方 式

のため、熱 源 機 器 と搬 送 機 器 が同 一 設 備 内 にあるので、各 個

別 機 器 の消 費 エネルギー 量 の推 定 を行 う。Ｂビル、Ｃビル、Ｅビ

ルに関 しては、熱 源 機 器 と搬 送 機 器 が別 々 であるので、これら

のエネルギー 消 費 量 を別 々 に推 定 す る。

また、推 定 手 法 の共 通 事 項 として、各 月 の稼 働 日 を設 定 す

る。稼 働 日 は、平 日 を１日 、土 曜 日 を０．５日 、日 曜 日 ・祝 日 を０

日 として、各 月 の稼 働 日 を換 算 す る。最 終 的 に、各 年 度の夏 期

（６月 ～９月 ）、中間期（４月～ ５月、１１月 ）、冬 期（１２月、１～ ２

月 ）にお ける稼 働 日 １日 当 たりのエネルギー 消 費 量 平 均 値を算

出 す る。

Ａビル は、調 査 より１９９４年 ～ ２００１年 までの各 月 における

建 物 全 体 の電 力 消 費 量 デ ー タと、２００２年 度 の夏 期 、中 間 期

にお ける代表日 （平日 ）の時刻別 の専用部の電 灯、動力電力消

費 量 デ ー タが得 られた。建 物 Ａは、閉 回 路 式 水 熱 源 ヒー トポン

プの為 、空 調 システムのエネルギー 消 費 量 は 、専 用 部 の動 力

表２　熱量換算値３）

電力 10,256 kJ/kWh 3,600 kJ/kWh

都市ガス(13A) 46,046 kJ/Nｍ3 46,046 kJ/Nｍ3

重油 40,144 kJ/L 40,144 kJ/L

一次換算値 二次換算値

図６　エネルギー消費量の分類
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電 力 消 費 量 から算 出 した。また専 用 部 の電 灯 電 力 消 費 量 デ ー

タから照 明 ・コンセント動 力 エネルギー 消 費 量（専 用 部）を算 出

した。各 月 の電 力 消 費 量 デ ー タから稼 働 日 換 算 した値 を用 い

て、夏 期 、中 間 期 の空 調 システム及 び 照 明 ・コンセント動 力 （専

用部 ）のエネルギー 消 費 量 を減 算 した値 は、それぞれ、６４３ｋＪ

／㎡・日、６８１ｋＪ／㎡・日となり、これらの平均値６６２ｋＪ／㎡・日

を照 明 ・コンセント電 力 エネルギー 消 費 量 （共 用 部 ）と一 般 動 力

エネルギー 消 費 量 の合 計 値 とした。以 上 より、各 年 度 の一 般 電

力 エネルギー 消 費 量 は、照 明 ・コンセント動 力 エネルギー 消 費

量 （専 用 部 ）と空 調 システムのエネルギー 消 費 量 の比 率 及び 照

明 ・コンセント電 力 エネルギー 消 費 量 （共 用 部 ）と一 般 動 力 エネ

ルギー 消 費 量 の経 年 変 化 は 無 いものと仮 定 し、中 間 期 の建 物

全 体 の電 力 消 費 量 デ ー タから算 出 した。よって、空 調 システム

のエネルギー 消 費 量 は、建 物 全 体 のエネルギー 消 費 量 から一

般電力エネルギー 消費量を減算した値とした。

Ｂビルは、調 査 より２００１年 ７月 ～ ２００２年 ８月 における熱源

機器及び 空調搬送機器の詳 細な日別電力消費量デ ー タ及 び１

９９５年 度 から２００１年 度 までの各 月 の電 力 消 費 量 デ ー タ、重

油 消 費 量 デ ー タを得 た。詳 細 デ ー タより、中 間 期 にお ける空 調

搬 送 機 器の電 力 消 費 量の稼 働 日 平 均は、２２６ｋＪ／ ㎡ ・日 であ

る。中 間 期 にお いて一 般 電 力 エネルギー 消 費 量 と空 調 搬 送 機

器 のエネルギー 消 費 量 比 率 の経 年 変 化 が無 いと仮 定 し、中 間

期 の電 力 消 費 量 デ ー タに同 比 率 を乗 じて一 般 電 力 エネルギー

消費量を算出した。夏 期の空 調システムの電力消費量は、電力

消 費 量 デ ー タから一 般 電 力 エネルギー 消 費 量 を減 算 した値 と

す る。また、冬 期 は 重 油 焚 ボイラー を使 用 している為 、重 油 消

費量 から冬期 の熱源機器 のエネルギー 消 費 量を算 出 した。

Ｃビルは、吸収式冷温水発生機を熱源としているため、各期と

も空 調 用 ガ ス消 費 量 か ら熱 源 の エ ネ ル ギ ー 消 費 量 を算 出 し

た。空 調 搬 送 機 器 のエネルギー 消 費 量 は 、Ｂビル のデ ー タよ

り、空 調 機 、ポンプの中 間 期 における稼 働 日 一 日 あたりの稼 動

時 間 を１０時 間 とした場 合 の稼 働 率 を算 出 し、Ｃビルの空 調 機

及 び ポンプの消 費 電 力 より、それぞれに同 稼 働 率 を掛 けて算

出した結果、２０５ｋＪ／㎡・日が得られた。これを中間期における

空 調 搬 送 機 器 のエネルギー 消 費 量とし、Ｂビルと同 様 の手 法 を

用 いて経 年 の一 般 電 力 エネルギー 消 費 量 を算 出 し、夏 期 、冬

期 の電 力 消 費 量 デ ー タから一 般 電 力 エネルギー 消 費 量を減 算

して、夏期、冬期空調搬送機器エネルギー 消費量を算出した。

Ｄビルは、空 調 システムをビル用 マルチパッケー ジエアコンと

している。調 査 より１９９７年 度 ～ ２００１年 度 における建 物 全 体

の 電 力 消 費 量 デ ー タと各 部 屋 の 電 力 消 費 量 デ ー タを得 られ

た。各 年 度 、各 月 の一 般 電 力 消 費 量 は、各 部 屋 の消 費 電 力 量

データと共 用 部の一 般 電 力 を建物 Ａのものを用いて、各 月 の一

般 電 力 エネルギー 消 費 量 を算 出 し注１）、また空 調 システムのエ

ネル ギー 消 費 量 は 、建 物 全 体 の電 力 消 費 量 デ ー タから、一 般

電力エネルギー 消費量 を減算 したものを用 いた。

Ｅビルは、調 査 より１９９７年 度 ～ ２００１年 度 における各 月 の

電 力 消 費 量 及 び 空 調 用 ガス消 費 量 デ ー タを得 られ た。Ｅビル

は 、吸 収 式 冷 温 水 発 生 機 であるので、建 物 Ｃと同 様 の手 法 よ

り、熱 源 機 器 のエネルギー 消 費 量 は 空 調 用 ガス消 費 量 から算



図９　夏期（６月～９月）における冷房度日
（２２－２２）の推移
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出 し、中 間 期 における電 力 消 費 量 デ ー タから空 調 搬 送 機 器 エ

ネルギー 消 費 量 を減 算 して、一 般 電 力 エネルギー 消 費 量 を算

出 した。また夏 期 、冬 期 の空 調 搬 送 機 器 のエネルギー 消 費 量

は、電 力 消 費 量 デ ー タから一 般 電 力 エネルギー 消 費 量 を減 算

して算出した。

各建物の稼働日１日当たりの一般電力及び各期の空調システ

ムのエネルギー 消費量 を図 ８に示 す 。

図 ８より各 建 物 の基 準 年 から２００１年 度 までの一 般 電 力の増

加 率 は、Ａビルは１．１７倍 、Ｂビルは１．１９倍 、Ｃビルは１．３９

倍 、Ｄビルは１．０４倍 、Ｅビルは０．８６倍 となり、年 間 平 均 増 加

率はそれぞれ、０．０２、０．０３、０．０５、０．０１、－０．０３となり、

全体的な傾向は、一般電力は経年と共に増加傾向にある。

それに伴 い、夏 期 の空 調 システムのエネルギー 消 費 量は、Ａ

ビルは１．３８倍 、Ｂビルは１．６０倍 、Ｃビルは１．６２倍 、Ｄビル

は１．１１倍 、Ｅビルは１．０４倍 となり、また年間平均増加率はそ

れぞれ、０．０５、０．０９、０．０６、０．０２、０．０１となり一般電力

よりも増 加 傾 向 にあることがわかる。

一 方 、冬 期 の空 調 システムのエネルギー 消 費 量は、Ａビルは

１．０２倍、Ｂビルは０．９１倍、Ｃビルは０．６５倍、Ｄビルは０．９５

倍 、Ｅビルは０．６５倍 となり、また年 間 平 均 増 加 率 はそれぞれ、

０．００２、－０．０２、－０．０４、－０．０１、－０．０７と全体的に減

少 傾 向にあることがわかる。

また、図 ９に夏 期 における冷 房 度 日 （２２－ ２２）の経 年 変 化を

示す。１９９２年～ ２００１年 まで２１０～５３０度日の幅 で推移して

いることがわかる。各 建 物 の基 準 年 からの夏 期 の空 調 システム

のエネルギー 消 費 量 の増 加 率 と比 較 し、外 気 温 度 の増 加 率 以

上 の 建 物 もあり、以 上 の 調 査 結 果 より、夏 期 に お け るエネル

ギー 消 費 量 の増 加 は 、外 気 温 度 の変 化 と内 部 発 熱 による冷 房

負荷の増大 、空 調システムの劣 化によるものが考 えられる。

５．空調システムの劣化率算出理論

そこで、以 下 に空 調 システムの劣 化 率を算 出 す る手 法 を提 案

す る。本 研 究 における劣 化 率 とは、空 調 システムの効 率 の基 準

年 からの低 下 の割 合 と定 義 す る。

図 １０のように、空 調 システム稼 動 ｎ年 目 における夏 期 の空 調

負荷Ｑｎは、室内負荷ｑｎ、外気負荷Ｌｎとすると、式 （１）のように

表 せ る。

　 nnn LqQ += ・・・（１）

図９より経 年 による外 気 負 荷 の冷 房 度 日に比 例 す るとし、また

内部発熱は、ほとんど一般電力消費量 と等 しいと考えると、以下

a . Ａビル

ｂ. Ｂビル

ｃ. Ｃビル

ｄ. Ｄビル

図８　各期における１日当たりの一般電力、空調システム

のエネルギー消費量の経年変化（二次換算値）

ｅ. Ｅビル
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図１０　夏期の空調負荷概念

の条 件 が成 り立 つ とす る。

　 1LL nn α= ・・・（２）

　
nn Eq = ・・・（３）

　Ｅｎ：一般電力消費量

　　αｎ：ｎ年 目の基準年からの冷房度日（２２－２２）比率

また、空調システム効率ＣＯＰは、経年により劣化するので、稼

動 ｎ年 目 までの劣 化 率 をΦ ｎとす ると、稼 動 ｎ年 目 の空 調 システ

ム効率ＣＯＰｎは、式（４）で表せる。

　 )1(1 nn COPCOP φ−= （但し 01 =φ ）・・・（４）

よって、式 （４）より稼 動 ｎ年 目 の空 調 システムの消 費 エネル

ギー量をｅｎとすると、式（１）は、式（５）のように表せる。

　 nnn COPeQ ⋅= ・・・（５）

また、稼 動 １年 目 （基 準 年 ）か ら稼 動 ｎ年 目 まで の各 エネル

ギー消費量の差を⊿ｅ、⊿Ｅとする。

　 nn eee ∆=− 1 ・・・（６）

　 nn EEE ∆=− 1 ・・・（７）

　（但し 01 =∆e 、 01 =∆E ）

　 )()( 111 LqLqQQ nnn −−+=−

式（２）、（３）、（５）より

　 ( ) ( ) 1111 1 LEECOPeCOPe nnnn −+−=⋅−⋅ α

式（４）、（６）、（７）より、

　 ( ) 11111 1)1()( LECOPeCOPee nnnn −+∆=⋅−−⋅∆+ αφ

　

( )

n

nn
n

ee
COP

LE
e

∆+

−+∆
−∆

=
1

1

11α

φ ・・・（８）

　またＬ１は、式（１）より以下の式で表せる。

　 1111 ECOPeL −⋅= ・・・（９）

よって、稼 動 １年 目 （基 準 年 ）における空 調 システムのＣＯＰ、

空調システムの消 費エネルギー、一般電力の増加量 ならびに冷

房 度 日 の経 年 変 化 がわかれば、空 調 システムの劣 化 率 が推 定

できる。

６．各空調システムの劣化率の算出

式（８）を用いて、各建物の空調システムの劣化量を推定する。

各 建 物 の一 般 電 力 及 び 空 調 システムのエネルギー 消 費 量 及

び 冷 房 度 日 は、３項 で算 出 した値 を用 いる。また基 準 年 におけ

る空調システムＣＯＰは、簡易的に各種カタログ、文献より作成し

た熱 源 機 器 のＣＯＰ及 び 調 査 結 果 より推 定 した空 調 システムの

エネルギー 消 費 量 より以 下 の式 を用 いて算 出 す る。空 調 システ

ムのＣＯＰを表３に示 す。

　
1

1 e
eCOPe

COP BAA −⋅
=

ＣＯＰ１：基準年における空調システムのＣＯＰ

ＣＯＰＡ：基準年における熱源機器のＣＯＰ（表３設定値）

ｅ１：基準年における空調システムのエネルギー 消費量

ｅＡ：基準年における熱源機器のエネルギー 消費量

ｅＢ：基準年における空調搬送機器のエネルギー 消費量

表３　各空調システムのＣＯＰ設定

図１１に、各空調システムの経年による劣化率を示す。

劣化率の経年変化は、年度ごとに増減があるが、全体的な傾

向として、（１－ 劣 化 率 ）は減 少 していくことがわかる。全 体 的な

傾 向 を把 握 す る為 、近 似 式 を作 成 す ると、Ａビル（閉 回 路 式 水

熱 源 ヒー トポンプ）では０．０１９、Ｂビル（氷 蓄 熱システム）では

０．０１２、Ｃビル（吸収式冷温水発生機）では、０．０２０、Ｄビル

（ビル用 マルチパッケー ジエアコン）では０．０７３、Ｅビル（吸収

式冷温水発生機）は０．２２となる。

Ｂビルの近 似 式の相 関 性 が低 い原 因 として、１９９８年 にオー

バーホー ルを行 っている為 に、（１－ 劣 化 率）が回 復 しているこ

とが考 えられる。１９９８年 以 降 の近似式 を作 成 す ると、０．０５８

となる。

Ｅビル の年 間 平 均 劣 化 率 が高 いのは 、他 のビル と比 較 し空

調システムの稼動年数が基準年（１９９７年度）において既に１５

年経過しており、また２００１年 度 にはシステム更 新していること

から、システムとして摩耗期間に入っている為と考えられる。

（１－劣化率）の年間変化量と保全費の関係を分析する。図１

２に結 果 を示 す 。図 １２より、Ｄビルは、保 全 費 が契 約 保 守 のみ

であることから保 全 費 と劣 化 率 との関 係 性 は見 出 せ なかった。

またＥビルは、摩 耗 期 間 に入 っているにもかかわらず 、保 全 費

の変 化 がそれほど無 いために、劣 化 の進 行 が加 速 した結 果 ほ

ぼ垂 直の関係 になっている。

Ａビル、Ｂビル、Ｃビルに関 しては、保 全 費 と劣 化 率 との関 係

は、ほぼ比例関係にあると考 えられる。また、保全費を掛けてい

ても、ある額 以 下 では、（１－ 劣 化 率 ）が負 の方 向 、つ まり劣 化

建物名称 熱源機器名称 熱源機器
ＣＯＰ

空調システム
ＣＯＰ(基準年)

Ａビル 閉回路式水熱源ﾋｰﾄｯﾎﾟﾝﾌﾟ 2.97 2.97
Ｂビル 氷蓄熱システム 3.60 1.64
Ｃビル 吸収式冷温水発生機 1.08 0.78
Ｄビル ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ 2.70 2.70
Ｅビル 吸収式冷温水発生機 1.08 0.58



率が上 昇していることから、保全行為 は、空 調システムの基本的

な劣 化 に対 し、それを緩 和 させ る効 果 があると捉 えることができ

る。

以上の結果より、保全費用を掛けている空調システムは、劣化

率の進行が遅くなるが、基本的な劣化の進行は、進むと言える。

a . Ａビル（閉回路式水熱源ﾋ ｰ ﾄ ﾎ ﾟ ﾝ ﾌ ﾟ ）

ｂ. Ｂビル（氷蓄熱システム）

ｃ. Ｃビル（吸収式冷温水発生機）

ｄ. Ｄビル（ビル用マルチパッケージエアコン）

図１１　各建物の空調システムの劣化率の経年変化

ｅ. Ｅビル（吸収式冷温水発生機）

図１２　（１－劣化率）と保全費の関係

７．ケーススタディ

最後に本研究の調査結果を用いて、仮想事務所ビル（延べ床

面積１０．０００㎡）において、Ａシステム（Ａビル）：閉回路式水熱

源ヒートポンプ、Ｂシステム（Ｂビル）：氷蓄熱システム＋ボイラ、Ｃ

システム（Ｃビル）：吸収式冷温水発生機の空調システムを導入し

た場 合 の空 調 システムのエネルギー 消 費 量 の変化 のケー ススタ

デ ィす る。

Ａビル、Ｂビル、Ｃビルの調 査 結 果 より、初 年 度 にお ける夏 期

の稼 働 日 一 日 当 たりの一 般 電 力 需 要 、冷 熱 負 荷 、及 び 評 価 年

にお ける各 種 設 定 を表 ４に示 す 。表 ５に各 空 調 システムの設 定

を示 す 。

ケー ススタデ ィの結 果 、Ａシステムでは、空 調 システムのエネ

ルギー 消費量は、初年度の１．４１倍となり、Ｂシステムでは１．５

５倍、Ｃシステムでは１．６２倍となる。これらの値は、調査結果か

ら得 られた値 である１．３８倍 、１．６０倍 、１．６２倍 に対 し、誤 差

が４％ 以 内 であることか ら、劣 化 率 算 出 手 法 の 妥 当 性 がわか

る。
表４　ケーススタディ設定１

表５　空調システム設定
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冷熱 0.74

温熱 0.83

システム 空調システム 熱種 空調システム
COP

Ｂシステム

Ａシステム
パッケージ

（閉回路式水熱源
ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ)

電力

Ｃシステム 吸収式冷温水発生機 ガス

熱源

一般電力需要
（ｋＷｈ/㎡・

冷房需要
（ｋＪ/㎡・日）

Ａシステム 1.17 0.77 0.86

Ｂシステム 1.19 0.74 1.02

Ｃシステム 1.39 0.85 1.34

（１－劣化率）一般電力比率システム
初年度における需要設定

0.334 1,660

冷房度日比率



８．まとめ

本研究の成 果 として、中規模建築のエネルギー 消費量及び、

保 全 費 の経 年 変 化 の実 態 を明 らかにし、エネルギー 消 費 量 か

ら空 調 システムの劣 化 率 を算 出 す るための一 つ の考 え方 を示 し

た。また、劣 化 率 と保 全 費 の関 係 を明 らかにし、最 後 にケー スス

タデ ィにより劣 化 率 算 出 手 法 の妥 当 性 を明 らかにし、また劣 化

率を考慮した稼動費のケーススタディを行うことで、空調システム

にお ける保 全の経済的有利性 を明らかにした。

しかし、ケーススタディにおいて、劣化率を暫定的にＡビル、Ｂ

ビル、Ｃビルの近 似 式 の値 を用 いたが、Ｂビルに見 られるように

相 関 性 が低 くい値 を用 いた場 合 、信 頼 性 が低 いと考 えられる。

また、Ｅビルに見られた摩耗期間における保全費と劣化率との関

係 性 を明 確 にすることも必 要 である。今 後 の課 題 として、空 調 シ

ステムのライフサイクルを通 しての劣 化 率 及 び 保 全 費 を解 析 す

ることによって、年間の平均的な劣化率 と保全費 との関係性がよ

り明 らかになると考えられる。
注

注1）ＤビルとＡビルは、共に約２０，０００㎡であるため、共用部の電力消費量を同規
模と捉えた。

図１３　累積稼動費の経年変化

そこで、累 積 稼 動 費（光 熱 費＋ 保 全 費 ）の経 年 変 化 及 び エネ

ルギー 消 費 量 に関 す るケー ススタデ ィを行 う。ケー ススタデ ィ期

間は、一般的に空 調システムの更新年が２０年前後であるため、

最大 ２５年 目 まで行 うことにする。

ケースとして、ケース１：現状の劣化率、保全形態を維持した場

合、ケース２：劣化率が０となる保全 を行った場合の２ケースを設

定 す る。年 間 の保 全 費 用 と劣 化 率 の関 係 は、図 １２の結 果 を用

い る。表 ６に 各 ケー スの 劣 化 率 、保 全 費 及 び 電 気 、ガ スの 単

価 、需 要 量 の設 定 を示 す 。ボイラー に関 して、本 調 査 からデ ー

タが得 られなかった為 、劣 化 率 を０．０１３／ 年 、保 全 費 を２５万

円／ 年 とす る。その他 の条 件 として、空調 システムの摩耗期間、

物価変動及び気候変動 を考慮 しないことにする。

図 １３に累 積 稼 動 費 の経 年 変 化 を示 す 。図 １３より、稼 動 年 数

２０年 目 において、いずれのシステムもケー ス２が経 済 性 のある

保 全 形 態であることがわかる。システムの比 較 では、Ａシステム

が最 も経 済 性 が高 い。これは、システムＣＯＰが高 いことが要 因

である。また図 １４に稼 動 ２０年 目 に お けるエネルギー 消 費 量

（一 次 換 算 値 ）を示 す 。ケー ス２のエネルギー 消 費 量 がケー ス１

よりも低 くなり、またシステム別では、Ａシステムがもっとも有 利と

なる。

以上より、保全に費用をかけることにより、経済的に有利となる

ことがわかる。またシステム劣 化 を抑 えることにより、エネルギー

消費量 も低く抑えられ、省 エネルギー 性 も高くなる。

図１４　稼動２０年目におけるエネルギー消費量

（一次換算値）

表６　ケーススタディ設定２
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需要量 増加率

氷蓄熱 0.012 2,096,000 0 2,176,000 電力 19 円/kWh
ボイラー 0.013（*1） 250,000 0.013（*1） 250,000 ガス 55 円/Nm3

電力 19 円/kWh
ガス 55 円/Nm3

*1：稼動年数15年目に0.2の劣化率と設定

冬期（１２月、１月、２月）の
電力需要増加量を減算

夏期（６月～９月）の電力
需要増加量を加算

需要量設定

初年度需要量

冷熱
需要量

温熱
需要量

一般電力
需要

1,590 ＧJ/年

821 ＧJ/年

930 MWh/年

1,121,333 0 1,248,0000.019閉回路式水熱源
ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

4,491,429吸収式
冷温水発生機 0.012

ケース１ ケース２

0 4,662,857

保全費
(円/年)劣化率/年 保全費

(円/年) 劣化率/年システム

Ａシステム

Ｂシステム

Ｃシステム

空調システム

２％/年

電力 19 円/kWh

料金設定
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